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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第64期
第３四半期
連結累計期間

第65期
第３四半期
連結累計期間

第64期

会計期間
自平成29年４月１日
至平成29年12月31日

自平成30年４月１日
至平成30年12月31日

自平成29年４月１日
至平成30年３月31日

売上高 （千円） 1,913,474 2,334,349 3,021,854

経常利益又は経常損失（△） （千円） △3,473 235,099 84,403

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益又は親会社株主に帰属

する四半期純損失（△）

（千円） △12,415 200,221 110,114

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 12,751 179,536 124,712

純資産額 （千円） 2,912,787 3,187,274 3,024,059

総資産額 （千円） 3,741,107 4,142,527 4,087,440

１株当たり四半期（当期）純利益

又は１株当たり四半期純損失

（△）

（円） △3.51 56.53 31.16

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 77.9 76.9 74.0

 

回次
第64期
第３四半期
連結会計期間

第65期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自平成29年10月１日
至平成29年12月31日

自平成30年10月１日
至平成30年12月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 45.80 51.04

　（注）１．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ）は含まれておりません。

２．第64期第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失

であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第65期第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有している

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）経営成績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の経済政策や金融政策を背景に、企業業績、雇用環境及

び所得状況の緩やかな回復基調が継続しました。

　一方、世界経済におきましては、米中貿易摩擦の激化をはじめとする通商問題の動向が世界経済に与える影響

や、海外経済の不確実性、金融資本市場の変動の影響から、先行きは不透明な状況となっております。

　このような経済環境の中、当社グループが関連する放送業界におきましては、国内では引き続き４Ｋ映像フォー

マット対応関連設備の需要が好調に推移いたしました。さらに、中国を中心としたアジアなどにおいてフルハイビ

ジョン（２Ｋ）放送への移行に伴う需要が好調に推移し、売上は増加いたしました。

　以上の結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は2,334百万円（前年同期比22.0％増）、経常利益235百万円

（前年同期は３百万円の経常損失）、親会社株主に帰属する四半期純利益200百万円（前年同期は12百万円の親会

社株主に帰属する四半期純損失）となりました。

　セグメントの業績につきましては、当社グループの事業が電気計測器の開発と製造、販売を行う単一のセグメン

トであるため、記載を省略しております。

　これに代わる売上高の品目別内訳及び地域別内訳は次のとおりであります。

＜品目別内訳＞

①　ビデオ関連

　４Ｋ映像フォーマット対応関連機器につきましては、国内において販売が堅調に推移いたしました。また、フ

ルハイビジョン（２Ｋ）対応関連機器の販売につきましては、中国を中心としたアジアなどにおいて好調に推移

したことにより、売上は増加いたしました。

　この結果、売上高は1,999百万円（前年同期比22.7％増）となりました。

②　電波関連

　テレビの電界強度測定器の需要が好調に推移し、売上は増加いたしました。

　この結果、売上高は226百万円（同36.0％増）となりました。

③　その他

　汎用計測機器・修理・部品等であり、特記すべき事項はありません。

　この結果、売上高は108百万円（同7.8％減）となりました。
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＜地域別内訳＞

①　日本

　日本国内におきましては、企業業績、雇用環境及び所得状況の緩やかな回復基調が継続しました。しかしなが

ら、個人消費の伸び悩みや経済の先行き懸念も浮彫りになりました。

　このような状況の中、当社グループが関連する業界におきましては、４Ｋ映像フォーマット対応関連機器など

をはじめとする主力の放送関連機器の販売が好調に推移しました。

　この結果、売上高は1,602百万円（同30.8％増）となりました。

②　北米・中南米

　北米・中南米におきましては、主力の放送関連機器の販売が好調に推移し、売上は増加いたしました。

　この結果、売上高は197百万円（同28.3％増）となりました。

③　アジア

　アジアにおきましては、中国を中心に主力の放送関連機器の販売が好調に推移し、売上は増加いたしました。

　この結果、売上高は394百万円（同39.4％増）となりました。

④　その他

　その他の地域におきましては、フルハイビジョン（２Ｋ）対応関連機器を中心に販売が堅調に推移しました

が、４Ｋ映像フォーマット対応関連機器の需要が停滞し、売上は減少いたしました。

　この結果、売上高は140百万円（同44.3％減）となりました。

(2）財政状態の状況

　資産、負債、純資産の状況

　当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ55百万円増加し、4,142百万円となりまし

た。増加の主な要因は、流動資産その他が180百万円増加したことなどによるものであります。

　負債合計は前連結会計年度末に比べ108百万円減少し、955百万円となりました。減少の主な要因は、買掛金が

122百万円減少したことなどによるものであります。

　純資産は、3,187百万円となり、自己資本比率は2.9ポイント増加し、76.9％となりました。

(3）経営方針・経営戦略等

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(5）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、477百万円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 12,010,434

計 12,010,434

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
(平成30年12月31日)

提出日現在発行数（株）
(平成31年２月13日)

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 4,191,801 4,191,801
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数

100株

計 4,191,801 4,191,801 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

決議年月日 平成30年11月21日

付与対象者の区分及び人数（名）

当社取締役 　３

当社監査役 　１

当社執行役員 ２

当社従業員 　63

新株予約権の数（個）※ 1,722　　（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）※
普通株式 172,200　　（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 630　　（注）２

新株予約権の行使期間 ※ 自 平成32年７月１日 至 平成36年12月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）※

発行価格　 640

資本組入額 320　　（注）３

新株予約権の行使の条件 ※ 　　（注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
　新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要す

るものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項 ※
　　（注）５

※ 新株予約権証券の発行時（平成30年12月18日）における内容を記載しております。

 

　（注）１．新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は、当社普通株式100株

とする。

　なお、付与株式数は、新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以

下同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、

新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、

調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

     

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割又は併合の比率

 

　また、新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割または資本金の額の減少を行う場合その他これら

の場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整される

ものとする。
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２．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、１株当たりの払込金額（以下、「行使価額」とい

う。）に、付与株式数を乗じた金額とする。

　行使価額は、新株予約権発行にかかる取締役会決議日の前取引日である平成30年11月20日の東京証券取

引所における当社株式の普通取引終値である金630円とする。

　なお、新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を

調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

     

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割又は併合の比率

 

　また、新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行または自己株

式の処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自

己株式の移転の場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上

げる。

         

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×

既発行
株式数

＋
新規発行株式数 × １株当たり払込金額

新規発行前の１株当たり時価

既発行株式数　＋　新規発行株式数

 

　なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株

式にかかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、

「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

　さらに、上記のほか、新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その

他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額

の調整を行うことができるものとする。

３．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

（１）増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の

１の金額とする。計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。

（２）増加する資本準備金の額は、上記（１）記載の資本金等増加限度額から、上記（１）に定める増加

する資本金の額を減じた額とする。

４．新株予約権の行使の条件

（１）新株予約権者は、平成32年３月期から平成36年３月期までの事業年度において１度でも当社の営業

利益が、４億円を超過した場合、各新株予約権者に割り当てられた新株予約権を行使することがで

きる。なお、営業利益の判定においては、当社の有価証券報告書に記載される連結損益計算書（連

結損益計算書を作成していない場合、損益計算書）における営業利益に新株予約権に関連する株式

報酬費用を加算し、さらに連結キャッシュ・フロー計算書（連結キャッシュ・フロー計算書を作成

していない場合、キャッシュ・フロー計算書）に記載されたのれん償却額を加算した額を参照する

ものとする。また、国際財務報告基準の適用等により参照すべき項目の概念に重要な変更があった

場合には、別途参照すべき指標を当社取締役会にて定めるものとする。

（２）新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会社の取締役、監査役

または従業員であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職、その他正当な理由が

あると取締役会が認めた場合は、この限りではない。

（３）新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。

（４）新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過す

ることとなるときは、当該新株予約権の行使を行うことはできない。

（５）各新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

 

EDINET提出書類

リーダー電子株式会社(E02005)

四半期報告書

 7/18



５．組織再編行為の際の新株予約権の取扱い

　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式

移転（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生

日に新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株

式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することと

する。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併

契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものと

する。

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、（注）１．に準じて決定する。

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案の

うえ、（注）２．で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、（注）５．（３）

に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

（５）新株予約権を行使することができる期間

新株予約権の行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日から新株予約権

の行使期間の末日までとする。

（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

（注）３．に準じて決定する。

（７）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。

（８）その他新株予約権の行使の条件

（注）４．に準じて決定する。

（９）新株予約権の取得事由及び条件

①当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約もしくは分

割計画、または当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画について株主総会の

承認（株主総会の承認を要しない場合には取締役会決議）がなされた場合は、当社は、当社取締

役会が別途定める日の到来をもって、新株予約権の全部を無償で取得することができる。

②新株予約権者が権利行使をする前に、（注）４．に定める規定により新株予約権の行使ができな

くなった場合は、当社は新株予約権を無償で取得することができる。

（10）その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成30年10月１日～

平成30年12月31日
－ 4,191,801 － 1,163,233 － 1,272,297

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成30年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

平成30年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   642,500 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 3,548,400 35,484 －

単元未満株式 普通株式     901 － －

発行済株式総数 4,191,801 － －

総株主の議決権 － 35,484 －

 

②【自己株式等】

平成30年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

リーダー電子株式会社
横浜市港北区綱島東

二丁目６番33号
642,500 － 642,500 15.32

計 － 642,500 － 642,500 15.32

（注）当第３四半期会計期間末日現在の自己株式数は642,512株であります。

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成30年10月１日から平

成30年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、海南監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,686,792 1,712,283

受取手形及び売掛金 ※ 966,240 ※ 901,232

商品及び製品 197,263 232,488

仕掛品 413 65,312

原材料及び貯蔵品 211,150 －

未収還付法人税等 395 276

その他 265,546 445,832

貸倒引当金 △2,529 △2,554

流動資産合計 3,325,273 3,354,871

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 479,059 467,359

土地 12,420 12,420

その他（純額） 44,815 58,719

有形固定資産合計 536,294 538,499

無形固定資産 55,444 78,935

投資その他の資産   

投資有価証券 77,477 56,688

繰延税金資産 47,189 62,663

生命保険積立金 32,706 35,019

その他 15,025 17,821

貸倒引当金 △1,970 △1,970

投資その他の資産合計 170,428 170,221

固定資産合計 762,167 787,655

資産合計 4,087,440 4,142,527
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 278,415 155,820

未払法人税等 23,879 28,586

賞与引当金 52,298 28,643

その他 194,929 256,976

流動負債合計 549,522 470,027

固定負債   

退職給付に係る負債 495,205 470,141

その他 18,652 15,084

固定負債合計 513,857 485,226

負債合計 1,063,380 955,253

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,163,233 1,163,233

資本剰余金 1,272,297 1,277,230

利益剰余金 941,771 1,113,722

自己株式 △203,149 △198,364

株主資本合計 3,174,151 3,355,821

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 17,840 2,994

為替換算調整勘定 △167,932 △173,771

その他の包括利益累計額合計 △150,091 △170,777

新株予約権 － 2,229

純資産合計 3,024,059 3,187,274

負債純資産合計 4,087,440 4,142,527
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年12月31日)

売上高 1,913,474 2,334,349

売上原価 671,644 785,958

売上総利益 1,241,830 1,548,390

販売費及び一般管理費 1,248,278 1,322,129

営業利益又は営業損失（△） △6,448 226,261

営業外収益   

受取利息 174 258

受取配当金 1,659 2,065

受取家賃 2,160 9,720

その他 699 819

営業外収益合計 4,693 12,864

営業外費用   

売上割引 561 780

為替差損 447 2,944

保険解約損 665 －

その他 43 301

営業外費用合計 1,718 4,026

経常利益又は経常損失（△） △3,473 235,099

特別利益   

固定資産売却益 3,922 113

投資有価証券売却益 3,830 －

特別利益合計 7,752 113

特別損失   

固定資産除却損 7 0

特別損失合計 7 0

税金等調整前四半期純利益 4,271 235,212

法人税、住民税及び事業税 10,507 43,924

法人税等調整額 6,179 △8,933

法人税等合計 16,687 34,991

四半期純利益又は四半期純損失（△） △12,415 200,221

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
△12,415 200,221
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △12,415 200,221

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 24,001 △14,846

為替換算調整勘定 1,166 △5,839

その他の包括利益合計 25,167 △20,685

四半期包括利益 12,751 179,536

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 12,751 179,536

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負

債の区分に表示しております。

（四半期連結貸借対照表関係）

※　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日満期手形の金額は、次のと

おりであります。

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成30年12月31日）

受取手形 11,050千円 20,256千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年12月31日）

減価償却費 28,779千円 33,256千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

　配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日

定時株主総会
普通株式 17,673 5 平成29年３月31日 平成29年６月30日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年12月31日）

　配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月28日

定時株主総会
普通株式 28,270 ８ 平成30年３月31日 平成30年６月29日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　前第３四半期連結累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自平成30年４月１日　至平成30年12月31日）

　当社グループの事業は電気計測器の開発と製造、販売を行う単一のセグメントであるため、記載を省略して

おります。

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年12月31日）

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純

損失（△）
△3円51銭 56円53銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社

株主に帰属する四半期純損失（△）（千円）
△12,415 200,221

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益又は親会社株主に帰属する四半期純損失

（△）（千円）

△12,415 200,221

普通株式の期中平均株式数（千株） 3,533 3,541

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

－ －

（注）１．前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失で

あり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有している潜

在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成31年２月13日

リーダー電子株式会社

取締役会　御中

 

海南監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 斎藤　　勝　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 溝口　俊一　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているリーダー電子株
式会社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成30年10月１日から
平成30年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係る四半期連結
財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半
期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、リーダー電子株式会社及び連結子会社の平成30年12月31日現在の財政
状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての
重要な点において認められなかった。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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